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土地利用調整関連条例の一部改正に対する 

パブリック・コメント手続の実施結果について 
 

 

 

１．意見募集期間 

   平成 30年５月 14日（月）から６月 13日（水）まで 

 

 

２．意見の提出者数と意見件数 

   提出者数 19人   意見件数 155件（重複意見含む） 

 

 

３．提出方法 

   直接持ち込み 

・都市部開発指導課 ２人 

・行政センター   ８人 

   郵送        ９人 

   ファクシミリ    ０人 

電子メール     ０人 

 

 

４．提出された意見の概要及び市の考え方 

 

 

（１）趣旨について 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

１ そもそも人口減少を防ぐために、住宅

供給の選択肢を拡大するという改正趣

旨はおかしい。市内の人口が減っている

のは、雇用先が減少していること、東京

から遠いこと、都市イメージが良くない

こと等が原因である。 

安くて危険で質の悪い住宅がたくさ

ん建設されるようになれば、都市イメー

ジはますます低下し、土砂崩れ等が発生

すれば致命的ダメージを受けることと

なってしまう。 

19 人口減少については、ご指摘のとおり

様々な要因があると思います。 

今回の改正により、土地利用が活性化

されることで本市の抱える人口減少と

いう課題に対し、少しでも改善していき

たいと考えています。 

また、基準の見直しが居住環境の劣化

に繋がるとは考えていないため、都市イ

メージの低下には影響のないものと考

えています。 

２ 住宅供給の選択肢を拡大したからと

いって人口が増えるという保証は何も

ない。 

地球温暖化で気候変動が激化してい

るときに、規制を緩めることは気候変動

に対する対応策とも逆行している。 

８ 人口が増えるという保証はありませ

んが、本市の抱える人口減少という課題

に対し、少しでも改善していきたいと考

えています。 

また、雨水排水の流出抑制施設につい

ては、近年の降雨状況を踏まえ、実態に

合わせた基準の見直しであり、単に規制

を緩めるものではありません。 
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３ 横須賀市が県よりも規制を強化して

きたのは、県の基準があまりに緩すぎ斜

面地の多い横須賀に合わず、乱開発によ

る周辺住民との紛争が多発したのと、宅

地造成法と建築基準法の規制では不十

分で、開発許可手続を経ないと危険だか

らである。 

開発行為の要件を緩めると、開発行為

逃れによって、横須賀市と市民が乱開発

をチェックできなくなり、横須賀市の都

市計画行政の大きな後退であり、市民の

安全や環境もないがしろにされること

となるので、今までとおりの基準を維持

すべきである。 

19 宅地造成等規制法は国民の生命及び

財産の保護を図ることを目的とした防

災法であり、規制が不十分であることや

宅地造成等規制法を参考にした県の基

準が緩いとは考えていません。 

また、法の趣旨に鑑みた基準の見直し

であり、乱開発や市民の安全、環境がな

いがしろにされることはないと考えて

います。 

４ 県内の標準的な基準と同等にするた

めと言うが、横須賀の地理的条件、歴史

的な経過を経て積み重ねられてつくら

れた条例を後退させることは、道理に合

わないし、止めるべきである。 

８ 条例を運用するにあたり、横須賀の地

理的条件や歴史的な経過を積み重ねて

きた結果、基準を見直すことは必要なこ

とであり、後退させるものではないと考

えています。 

５ 地域共同体の一員として、快き景観を

守り若い世代が住みたいと思える住民

の支えあいが広がるようにと努力して

います。高齢者世帯のあとにこどもの声

が足音が聞こえることも多くなってい

ます。 

乱開発の浸食はコミュニティーへの

暴行とも云えます。現行規制は最低限の

施策であり断固改悪に反対します。 

１ 今回の改正は、法の趣旨に鑑みた基準

の見直しであり、乱開発や市民の安全、

環境を悪化させるものではないと考え

ています。 

 

 

（２）形の変更について 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

６ 見直しの概要１『形の変更』について 

横須賀市も以前には、この県の２m を超

える切土、１m を超える盛土の基準だっ

たが、そのため湘南鷹取の 10 階建地下

室マンションが開発行為に該当せず、建

築確認のみで計画されたのに住民から

開発行為逃れと起訴提起され、裁判所も

開発行為に該当として建築確認が取消

され市が敗訴したことを契機に、現行の

厳格な基準としたものである。 

11 裁判結果も踏まえ基準を整備してき

ましたが、県及び県内の他都市と比べ、

必要以上に基準が厳しく、検証を進めて

いくなかで基準の見直しが必要と判断

しています。 

７ 今再び、切土盛土基準を県の基準に戻

してしまうと、当時と同様に、斜面地の

造成行為の大部分を建物の建築と一体

の行為であるとして、同様の危険な開発

11 形の変更の除外規定は見直し後も現

行の基準と変わらず、「建築物の基礎工

事等に伴い掘削をするもの」を除外して

います。 
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逃れの造成、建築行為が多発するように

なってしまうから、断じて認めるべきで

はない。 

また、道路からのアプローチとして部

分的スロープ、階段、駐車場の設置行為

を除くとの規定も、斜面地における同様

の危険な開発逃れの造成、建築行為が多

発する原因になってしまうから、断じて

認めるべきではない。 

また、道路からのアプローチとして部

分的なスロープ、階段、駐車場の設置は、

高さや幅に上限を設け規定しますので

懸念されている危険な開発逃れなどを

誘発することはないと考えています。 

 

 

（３）区画の変更について 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

８ 見直しの概要２『区画の変更につい

て』 

県の基準のもとになっているのは建設

省昭和 62 年通達の再開発型開発行為に

ついての『切り土、盛り土等の造成工事

を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変

更について、既存の建築物の除去や、へ

い、かき、さく等の除去、設置が行われ

るに止まるもので、公共施設の整備の必

要がないと認められるもの』を区画の変

更としないというものである。 

横須賀市も以前にはこの基準に従っ

ていたが、湘南鷹取の 10 階建地下室マ

ンションの裁判で、裁判所も切り土、盛

り土等の造成工事を伴わずを厳格に解

釈したため敗訴したことを契機に、現行

の厳格な基準としたものである。 

11 以前に従っていた基準は、単なる区画

の変更の要件である「切土、盛土等の造

成工事を伴わないこと」を「形の変更を

伴わないこと」として、開発許可不要と

していましたが、裁判の判決から法の趣

旨に鑑みた切土、盛土等の造成工事を伴

わないものの定義を明確にします。 

９ 従来から建築物の敷地であった土地

という概念と、県の基準である公共施設

の整備の必要がないものという概念が

同じであるのかはっきりしない。 

仮に同じだとすると当時以上に、斜面

地の異質な土地の統合、分割による開発

行為を公共施設の整備の必要がないこ

とのみにより、開発逃れの行為が多発す

るから、断じて認めるべきではない。 

11 従来から建築物の敷地であった土地

という概念と県の基準である公共施設

の整備の必要がないものという概念は

異なるものです。 

従来から建築物の敷地であった土地、

かつ、公共施設整備が伴わない場合に、

開発許可不要とします。 

ただし、ご指摘の斜面地の異質な土地

の統合、分割に関しては、当該土地の安

全性など周囲への影響と併せ判断して

いきます。 

10 また、建設省昭和 62 年通達の『切り

土、盛り土等の造成工事を伴わず、かつ、

従来の敷地の境界の変更について、既存

の建築物の除去や、へい、かき、さく等

の除去、設置が行われるに止まるもの

11 パブリック・コメント資料では市民の

方に分かり易い表現にするため、建設省

昭和 62 年通達の「単なる区画の変更」

の要件を全て含んではおりませんが、単

なる区画の変更の判断に際し、ご指摘の
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で』と言う要件が、資料には全く触れら

れていない。 

この要件を無視すると、市の基準に従

った開発逃れ計画が、裁判所で従前と同

様に違法と判断されて、事業者から市が

多額の損害賠償請求を受けることにな

ろう。 

通達の要件を踏まえた基準にします。 

 

 

（４）雨水流出抑制施設について 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

11 見直しの概要３『雨水調整池 雨水浸

透施設』について 

横須賀市が今までの基準を取ってきた

のは、昭和 49 年の平作川水害を初めと

して、乱開発による保水力の低下が多く

の土砂崩れや水害を招いた歴史を踏ま

え土砂崩れや水害を防ぐためであり、異

常気象、集中豪雨の増加する昨今、その

必要性は増している。 

このような、従前土地利用されている

土地を調整池容量算定の基礎から除外

する例は県内のいずれの自治体にも見

られない、許しがたい緩和、後退である。 

11 従前山林などの場合は、開発行為後の

雨水流出量が増えます。 

今回の見直しは、開発行為後の雨水流

出量が増える分だけ流出抑制を行う、よ

り実態に合わせた基準の見直しであり、

単に規制を緩めるものではありません。 

12 昭和58年の時点の市の排水計画自体、

十分な、完全なものとはいえない。土地

利用されていたとの基準も曖昧であり、

土地利用されていた土地でも利用形態

や植生、建蔽率や雨水浸透率の変化によ

り保水力は変化するから除外する合理

性がない。 

また開発の単位が大きくなるほど、災

害の規模は大きくなるから、面積単位ご

とに、調整池の容量を大きくすることに

は合理性があり、一律とする合理性はな

い。 

また雨水浸透施設では、防災の効果は

不十分であり、むしろ地盤の不安定化を

招くから、その併用を認めるべきではな

い。 

11 雨水調整池貯留量は近年の雨の降り

方から開発前後で増加する雨水流出量

に対してピークカット貯留を行い、改め

て貯留量として設定しています。 

開発面積の流域にあたえる影響を考

慮し、開発面積に応じた 1ha 当たりの貯

留量を設定しています。 

雨水浸透施設は、健全な水循環の回復

に効果的であることから、不適地を除き

設置を推奨しています。ご意見頂きまし

た防災面も考慮し、雨水調整池貯留量を

雨水浸透施設と併用して運用したいと

考えています。 

13 結局、この改正案によると、雨水調整

池の基準が大幅に緩和され、乱開発が増

えて周辺住民が危険に晒されることと

なり、一旦災害が起これば多額の復旧費

用を市が負担したり、都市イメージに大

きな打撃を受けることとなるので改正

11 今回の改正案は、より実態に即した基

準の見直しであり、乱開発が増えること

はないと考えています。 
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すべきではない。 

14 横須賀市は山や坂が多く、急斜面に家

が建っている、これらの土地に家を建て

る際は十分に注意を払い、住む人の生命

の安全を図らなければならない。 

異常気象による集中豪雨が増加する

今日、雨水調整池の貯留量も充分に機能

する大きさが必要である。 

 人口減少を理由に居住環境基準等を

緩めることをしないでください。 

土地利用調整関連条例の一部改正につ

いて反対いたします。 

１ 本市では市域の約８割が宅地造成工

事規制区域に指定されており、造成工事

については一定の安全基準が適用され

るものと考えています。 

また、雨水排水の流出抑制施設につい

ては近年の降雨状況を踏まえ、実態に合

わせた基準の見直しであり、単に規制を

緩めるものではありません。 

 

 

（５）その他 

 

No. 意見の概要 件数 市の考え方 

15 久里浜、田浦、その他の地区にある国

有地を企業に低価格で貸し出されてい

るも現在利用度が全く落ちて働く雇用

者が減少していても広大な土地を今迄

通り確保している。 

このような土地を調査し雇用者の割

合の少ない土地の一部又は全部を返還

させ、新しく雇用者が多く期待できる企

業を誘致すべきでは。横須賀市に働くと

ころの増加がなければ人口減少は止ま

らない。 

早急に対策をお願いしたいです。開発

は山が多く、造成地は坂が多く、高齢者

には不向もあり開発は人口増にはつな

がり難いです。 

１ 今後も持続可能な都市とするために

も、人口減少の抑制については、対処す

べき喫緊の課題として理解しています。 

今回の改正により、本市の土地利用が

活性化されることで、本市の抱える人口

減少の課題に対して、少しでも改善して

いきたいと考えています。 

ご意見については関係課に伝えると

ともに、今後の市政への参考とさせてい

ただきます。 

16 過去の乱開発により、山林は切りくず

されもはや横須賀に残された緑地は農

地と斜面地のみと言っても過言でない

一方近隣を見れば空住居、空室が多く散

見される。 

少子高齢化を中期的にとらえ、開発行

為要件を緩める事なくむしろ厳格な基

準として残された緑を守り海と緑の横

須賀をアピールすべきと考える 

１ ご意見にある緑については、横須賀市

が策定している横須賀市みどりの基本

計画に基づき、総合的にみどりの保全・

創出に取り組んでいます。 

17 今でも台風や大雨の折には斜面の土

砂くずれが心配されているのに規制緩

和すれば被害が起ります。 

又、基地見学者は見学はするが住みた

くはないーと言っているそうです。人口

減の根本的な問題の根本を見極めてく

１ 本市では市域の約８割が宅地造成工

事規制区域に指定されており、造成工事

については一定の安全基準が適用され

るものと考えています。 

また、人口減少の抑制については、今

後も持続可能な都市として快適さや活
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ださい。 力が維持していくように、本市の魅力資

源を最大限に活用した都市づくりを行

ってまいります。 

18 市が敗訴した別紙１の横浜地裁平成

17 年 2 月 23 日判決と別紙２の同判決の

解説をもう一度充分にご検討下さい 

１ ご指摘のとおり、裁判での判例を真摯

に受け止め今後の施策に反映させてい

きたいと思います。 

19 「人口減少の対策として子育て世代、

若い人達を呼び込もう」ということから

発想を変えてみてはどうでしょうか。 

「安心で快適に老後を過ごせるまち」

へ首都圏で定年を迎えた世代が故郷へ

U ターンするより、ここならと選んでく

れる市にする為に条例は後退すべきで

はありません。 

蓄えや年金が充分で市の経済を潤し

てくれる人は行政の姿勢も見てます！ 

１ ご意見については関係課に伝えると

ともに、今後の市政への参考とさせてい

ただきます。 

20 許可基準を緩めて新築住宅を建築し

易くしても人口減少を抑止する事には

全くつながらない。 

１ 

21 人口が増えないのは基地があり、原発

燃料製造施設があることの方が問題で

ある。 

条例の改正で人口減少を防ぐ保証はな

い。反対の意見を表明します。 

１ 

22 全国でみれば空家や非常に多くなっ

てきている人口減少は１（雇用先が減少

していること、東京から遠いこと、都市

イメージがよくないこと等）に述べるよ

うに社会的要因や自治体における子育

ての貧困である。 

山、谷をけずって家を建ても自治体に

魅力がなければ人は集まらない。 

１ 

23 乱開発による緑の減少に不安、緑にも

人間と同じように命があります。緑の減

少は地下水にも打撃を与える。 

１ 

24 横須賀市民、住民が市で守られ、安全

な暮らしが出来なければならない。危険

な目に合うわけに絶対行かないと思う 

１ 

25 一寸違った角度から。 

一等地である米軍基地をなくして平

和産業やスポーツ施設、文化施設を作る

等、夢のある横須賀市にむけた考えはど

うでしょうか？ 

１ 

 

 


